
女性創業応援ミーティング実施業務委託仕様書 

 

１ 件名 

 女性創業応援ミーティングの実施業務委託 

 

２ 委託契約期間 

  委託契約を締結した日から令和９年２月２８日まで 

 

3 業務の内容 

  女性創業応援ミーティングの実施業務（①人的ネットワークの構築、②メッセの 

開催） 

   ア 目的 

     女性創業セミナーＷＩＴＴＹ及び実践的女性創業セミナーの修了生、県内

各地の女性創業者・創業予定者、事業承継を契機として業態転換や新事業・

新分野への進出を図る後継ぎ候補の女性等に加え、金融機関や関係支援機関

等の創業に関わる多様な主体の参加により、人的ネットワーク構築を支援し、

加えて、県内女性創業者によるメッセ（見本市）を開催し、県内企業との交

流の場を設け、創業者の新たなビジネス展開や創業予定者の円滑な創業等を

促進する。 

   イ 実施時期 

① 人的ネットワークの構築 

       令和８年１１月頃～１２月頃 

② メッセの開催 

       令和９年１月頃 

   ウ 実施場所 

① 人的ネットワークの構築 

県内２ヶ所（山口市ほか１ヶ所）を基本とする。 

ただし、２ヶ所以上の開催としても差し支えない。 

② メッセの開催 

       山口市を想定、１回開催 

   エ 内容 

    ①人的ネットワークの構築 

    ・県内先輩創業者をメンターとする講演 

    ・女性創業者のビジネス展開等の促進に向けた情報交換 

    ・行政や支援機関等による支援メニュー紹介 

    ・メッセの出展に向けての県内女性創業者支援 

    ②メッセの開催 

・県内女性創業者によるプレゼンテーション 

    ・県内女性創業者のビジネス展開等の促進に向けた県内企業とのマッチング 

    ・県内女性創業者と県内企業、各支援機関等のブース出展 

    ・県内女性創業者と県内企業、各支援機関等が参加する交流会の開催 

      オ 時間 



    ①人的ネットワークの構築 

     ２時間程度（平日の概ね午前１０時から午後３時の間で実施） 

②メッセの開催 

     ５時間程度（上記エ②の内容を全て含む） 

カ 参加者数 

 ①人的ネットワークの構築 

  各会場３０名程度 

 ②メッセの開催 

     １００名程度 

   キ 参加費 

    ①無料（飲み物等の実費相当の負担を除く） 

    ②無料（交流会での飲食等については別途協議） 

ク その他 

①人的ネットワークの構築、②メッセの開催ともに実施に当たっては、

（公財）やまぐち産業振興財団（以下財団）や関係機関と十分連携して

実施すること。 

 

４ 委託の範囲 

（１）事業の管理運営 

   ・委託業務全体の管理運営 

   ・関係機関との調整（再委託先がある場合、再委託先を含む） 

   ・実施報告書の作成 

（２）女性創業応援ミーティングの実施（①人的ネットワークの構築、②メッセの 

開催） 

   ・プログラムの企画 

   ・講師、会場、必要機材等の手配及び会場設営 

   ・メッセ出展までの県内女性創業者サポート 

・イベントの運営 

（３）上記（１）及び（２）の実施に付随する業務 

   ・各事業の日程告知や参加申込等に係る窓口の整備 

・参加者募集用コンセプトの策定 

・参加者募集 

・参加受付及び参加者名簿の管理 

・託児サービスの運営 

・参加者等の創業、事業状況等の把握及びフォローアップ（把握及びフォロー

アップの手法等については、適宜、財団と相談のこと） 

 

５ 留意事項 

（１）受託者は、契約締結後、速やかに企画について財団と事前打合せを行うこと。 

（２）受託者は（１）の後、速やかに、本委託業務の運営・管理の責任者を選任する

とともに、本委託業務の実施体制及びスケジュールを作成し、財団の承認を得る

こと。 



（３）受託者が本委託業務を行うに当たって個人情報を取り扱う場合には、別記「個

人情報取扱特記事項」に基づき、その取扱いに十分留意し、漏えい、滅失及びき

損の防止、その他個人情報の保護に努めること。 

（４）受託者は本委託業務を行うに当たり、業務上知り得た秘密を他に漏らし、又は、

自己の利益のために利用することはできない。また、業務終了後も同様とする。 

（５）委託事業終了後、実績報告書及び収支精算報告書を作成し、速やかに財団へ提

出すること。 

（６）本委託業務の実施にあたっては、各地域の商工団体とも連携し、本委託業務に

おける支援結果の情報共有を図るとともに、事業終了後も各地域の商工団体によ

る継続支援等につなげる仕組みを盛り込むこと。 

（７）感染症等の状況によりやむを得ず会場開催が困難な場合、オンライン等の代替

方法により開催することを可能とする。 

 

６ 参加者の募集 

（１）受託者は、本委託業務の参加者等の確保に向けて、効果的な広報媒体を活用し

た周知広報を実施すること。 

   なお、募集チラシ等の募集関係書類等の作成に当たっては、財団の承認を得た

うえで、作成すること。 

（２）申込みのあった参加希望者については原則として全員を参加させることとする

が、著しく申込みが定員を上回った場合には、財団と協議の上、参加可否の決定

を行うこと。 

 

７ 委託料  

 受託業務に要する経費については、個々の経費の積み上げによる実費に消費税を

加えた額とする。 

  なお、個々の経費の積み上げによりがたい経費については、受託者が民間企業（一

般社団法人、一般財団法人等は含まない）の場合であって、社内規定等により受託

する事業等に係る一般管理費の割合について直近年度の損益計算書中「売上原価」

に占める「一般管理費」の割合によって決定している場合（これより低いものとし

ている場合を含む。）は、当該割合による一般管理費の計上は可能とするが、別途

管理費を重複して計上しないこと。 

 

８ 委託料の支払い 

  委託料については、原則として、全事業の終了後、検収した上で支払う。 

  なお、受託者からの申し出により前金払いが必要な場合は、委託料の１／２を上 

限に前金払いを行う。 

 

９ 内容の変更 

（１）計画又は内容を変更しようとする場合又は中止しようとする場合は、事前に財

団理事長の承認を受けなければならない。 

（２）本委託業務ついて、遂行が困難になった場合は、速やかに財団に報告するとと

もに、その指示を受けなければならない。 



 

１０ その他 

（１）業務の履行に当たり、この仕様書、契約及び財団の指示を遵守すること。                                                         

（２）その他不明な点は、双方の協議により決定する。 

（３）権利の帰属等 

① 本業務により作成された成果物のすべての著作権は、受託者が既に著作権

を保有する著作物を除き、業務完了をもって財団に移転すること。 

② 受託者は、財団が許可した場合を除き、成果物に関する著作者人格権を行

使できないものとする。 

③ 本業務の実施において、第三者の権利に基づく許可等が必要な場合は、受

託者において対応すること。 

④ 成果物について第三者の権利侵害がないことを保証するとともに、第三者

から権利の侵害の申し立てを受けた場合は、受託者の責任において解決する

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

個人情報取扱特記事項 

 

（基本的事項） 

第１ 乙は、この契約による業務の実施に当っては、個人情報の保護に関する法律（平

成 15年法律第 57号）及び以下の事項を遵守し、個人の権利利益を害することのな

いよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。 

 

（秘密の保持） 

第２ 乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に漏らして

はならない。この契約による業務が終了し、又はこの契約が解除された後において

も、同様とする。 

 

（取得の制限） 

第３ 乙は、この契約による業務を実施するために取得する個人情報については、当

該業務を達成するために必要な範囲内で、適法かつ適正な方法により取得しなけれ

ばならない。 

 

（目的外利用及び提供の禁止） 

第４ 乙は、甲の指示又は承認があるときを除き、この契約による業務に関して知り

得た個人情報を契約の目的以外のために利用し、又は第三者に提供してはならない。 

 

（適正管理） 

第５ 乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失、毀損の

防止その他の個人情報の適切な管理のため、アクセス制限の設定、個人情報が記録

されている媒体の管理その他の必要な措置を講じなければならない。 

２ 乙は、前項の個人情報の管理に当たっては、管理責任者を定め、内部における責

任体制を確保しなければならない。 

３ 乙は、この契約による業務の従事者に対して、その在職中であると職を退いた後

であるとを問わず、業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は

不当な目的に使用してはならないことその他個人情報の保護に関し必要な事項を

周知させなければならない。 

 

（派遣労働者等の利用時の措置） 

第６ 乙は、この契約による業務を派遣労働者、契約社員その他正社員以外の労働者

に行わせる場合は、正社員以外の労働者に、この契約に基づく個人情報の取扱いに

関する一切の義務を遵守させるものとする。 

２ 乙は、甲に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について責任

を負うものとする。 

（複写・複製等の禁止） 

別記 



第７ 乙は、甲の指示又は承認がある場合を除き、この契約による業務を実施するた

めに甲から引き渡された個人情報が記録された資料等の複写、複製、又は持ち出し

を行ってはならない。 

 

（再委託の禁止） 

第８  乙は、この契約による業務を実施するための個人情報の処理は、自ら行うもの

とし、甲の承認があるときを除き、第三者にその取扱いを委託（乙の子会社（会社

法（平成 17 年法律第 86 号）第２条第１項第３号に規定する子会社をいう。）に委

託する場合を含む。）又はこれに類する行為（以下「再委託」という。）をしてはな

らない。 

２ 乙は、前項の承認を得て再委託をする場合には、再委託先に対し、甲及び乙と同

様の安全管理措置を講じなければならないことを周知するとともに、この契約に基

づく個人情報の取扱いに関する一切の義務を遵守させるものとする。 

 

（再委託に係る連帯責任） 

第９ 乙は、再委託先の行為について、再委託先と連帯してその責任を負うものとす

る。 

 

（再委託先に対する管理及び監督） 

第 10 乙は、再委託をする場合には、再委託をする業務における個人情報の適正な取

扱いを確保するため、再委託先に対し適切な管理及び監督をするとともに、甲から

求められたときは、その管理及び監督状況を報告しなければならない。 

 

（返還、廃棄又は消去） 

第 11 乙は、この契約による業務を実施するために甲から引き渡され、又は乙自らが

取得し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等について、業務完了後、直

ちに甲の指示に基づいて返還、廃棄、又は消去しなければならない。 

２ 乙は、前項の資料等を廃棄する場合、記録媒体を物理的に破壊する等個人情報が

判読、復元できないように確実な方法で廃棄しなければならない。 

 

（遵守状況に関する報告） 

第 12 乙は、甲からこの特記事項の遵守状況について報告を求められた場合には、直

ちにその状況を甲に報告しなければならない。 

 

（監査等） 

第 13 甲は、この契約による業務の実施に伴う個人情報の取扱いについて、この特記

事項の規定に基づき必要な措置が講じられているかどうか検証及び確認するため、

乙及び再委託先に対して、監査、実地検査又は調査（以下「監査等」という。）を

行うことができる。乙及び再委託先は、合理的事由のある場合を除き、甲又は甲の

指定した者の行う監査等に協力しなければならない。 



２ 甲は、前項の目的を達成するため、乙及び再委託先に対して必要な情報を求め、

又はこの契約による業務の実施に関して必要な指示をすることができる。 

 

（事故発生時における報告等） 

第 14 乙は、この契約による業務に関し個人情報の漏えい、滅失、毀損その他の個人

情報の安全の確保に係る事態が発生し、又は発生するおそれのあること（再委託先

により発生し、又は発生するおそれがある場合を含む。）を知ったときは、速やか

に甲に報告し、甲の指示のもとセキュリティ上の補完、情報の修復等の措置をとる

とともに再発防止の措置を講じなければならない。 

２ 甲は、前項の事態が発生した場合には、個人情報の取扱いの態様、損害の発生状

況等を勘案し、乙及び再委託先の名称等の必要な事項を公表することができる。 

 

（契約の解除及び損害の賠償） 

第 15 甲は、乙がこの特記事項に定める義務を履行しない場合又は法令に違反した場

合には、この契約を解除することができる。 

２ 乙は、この特記事項に定める義務に違反し、又は怠ったことにより甲又は第三者

が損害を被った場合には、その損害を賠償しなければならない。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 


